
令和 8 年 ３ 月

令和 8 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）
① 施　設

② 使　用　料

２，３００ 円(税抜き) ２，６０４ 円(税抜き)

２，３００ 円(税抜き) ２，６１３ 円(税抜き)

２，５３０ 円(税抜き) ２，８２７ 円(税抜き)

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進する
         ための計画に基づき実施する施設 の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合
         によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択する
         こと（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当する使用料体系無し

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

令和４年度

２９．９ 人/ha
有
（九頭竜川流域下水道）

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

職 員 数 ７名（損益勘定職員数：４名、資本勘定職員数３名）

利用可能施設なし。

活用すべき未利用土地や施設等なし。
資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

処 理 区 数 1

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

・流域下水道に接続している
・福井県汚水処理広域化・共同化計画（令和5年3月）に基づき広域化・共同化を進めている

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

一般家庭用使用 料体 系の
概 要 ・ 考 え 方

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

民間活力の導入の取組として、窓口業務を包括業務委託している。民間企業の優れ
たノウハウを活かし、人件費等の経費削減に努めている。

0

民 間 活 用 の 状 況

別添２－1

法 適 （ 全 部 適 用 ・ 一 部 適 用 ）

非 適 の 区 分
法適用
（全部適用）

坂井市下水道事業経営戦略

昭和５７年７月
（供用開始後４３年）

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

福井県　坂井市

公共下水道事業

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

～計 画 期 間 ：

●令和7年4月以降 ●五領川公共下水道

用途別 基本水量 基本料金(税込) 超過水量 超過料金(税込) 用途別 基本水量 基本料金(税込) 超過水量 超過料金(税込)

11～30立方メートル 158.4円 11～30立方メートル 132.0円

31～50立方メートル 171.6円 31～50立方メートル 143.0円

51～100立方メートル 198円 51～100立方メートル 165.0円

101立方メートル以上 224.4円 101立方メートル以上 187.0円

1001立方メートル以上 203.5円

一般汚水 10立方メートルまで 1,210円

一般汚水 10立方メートルまで 1,452円

●令和7年4月以降 ●五領川公共下水道

用途別 基本水量 基本料金(税込) 超過水量 超過料金(税込) 用途別 基本水量 基本料金(税込) 超過水量 超過料金(税込)

公衆浴場 10立方メートルまで 1,452円 11立方メートル以上 72.6円 公衆浴場 10立方メートルまで 1,210円 11立方メートル以上 60.5円

建設部 上下⽔道課 総務経理係

上⽔道係

下⽔道係 建設

維持



（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

本市における経営の基本方針を以下に示す。
　  経営戦略では、「投資・財政計画」を中心に策定することする。
　 「投資計画」では、投資の合理化を最大限に図る。
　 「財政計画」では、経営の効率化・健全化に取り組み、投資と財源を均衡させる。
この基本方針に基づき、収支計画の見通しから「収入と支出のギャップの解消」に努める。

処理区域内人口の予測

有収水量の予測

別紙「経営比較分析表（令和6年度決算）」のとおりです。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

使用料収入の見通し

施設の見通し

本事業は供用開始後43年が経過しているため、管渠の経過年数は最も古いものでも標準耐用年数50年に満たないものとなっている。
一方、ポンプ場施設については機械・電気設備の更新が必要となっている。

組織の見通し

技術職員と事務職員については、退職した職員の分は新規採用職員で補充する形で現行の人数を維持することを想定しており、職員が代わっ
てもノウハウの継承が行えるよう業務の見える化や共有、研修の充実などを図っていく。現時点の組織・職員を当面は維持するものとする。

処理区域内⼈⼝(⼈)
R01決算 86,390

R02決算 86,123

R03決算 85,314

R04決算 85,182

R05決算 84,856

R06決算 84,435

R07予算
R08 83,826

R09 83,826

R10 83,826

R11 83,826

R12 83,826

86,390 86,123 85,314 85,182 84,856 84,435 83,826 83,826 83,826 83,826 83,826
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（人） 処理区域内人口の将来予測①行政人口の予測：

「坂井市人口ビジョン(令和6年)」を基に、

実績値に整合するよう修正

②各年の整備による増加人口の予測：

各年の整備予定面積に処理区域内人口

密度（29.87人/ha）を乗じて算定

③処理区域内人口の予測：

既整備区域の処理区域内人口と②を合

計した人口に①の減少率を乗じて算定

年間有収⽔量(m3)
R01決算 8,723,053

R02決算 8,982,087

R03決算 8,912,601

R04決算 8,720,277

R05決算 8,656,693

R06決算 8,573,135

R07予算
R08 8,543,408

R09 8,542,553

R10 8,541,376

R11 8,531,323

R12 8,529,719

8,723 8,982 8,913 8,720 8,657 8,573 8,543 8,543 8,541 8,531 8,530
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（千m3） 有収水量の将来予測
①水洗化人口の予測：

処理区域内人口の予測に、水洗化率

を乗じて算定 。水洗化人口はR6実績

に毎年0.3%増加を見込んだ。

②有収水量の予測：

R6実績有収水量に、①の変動比率を

乗じて算定

使⽤料収⼊（千円）
R01決算 1,140,218

R02決算 1,167,719

R03決算 1,159,560

R04決算 1,135,247

R05決算 1,131,183

R06決算 1,211,636

R07予算
R08 1,319,957

R09 1,319,824

R10 1,319,643

R11 1,318,089

R12 1,317,842

1,140 1,168 1,160 1,135 1,131
1,212

1,320 1,320 1,320 1,318 1,318

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

（百万円） 使用料収入の将来予測
有収水量の予測値に、R6の実質的な

使用料単価（141.3円/㎥）を乗じて算

定



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

 新規拡張整備の実施
 ストックマネジメント計画で位置付けられている（またはその予定）改築・更新の実施
 流域下水道の建設負担金の支払を計上

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

 概成へ向けた継続的な新規整備に係る投資を行う。
 既存施設である管路施設やポンプ場施設に対しては安定的な下水道サービスの提供のため、老朽化対策（改
築・更新）を行うとともに、非常時にも施設の機能を確保する。
 今後はストックマネジメント計画に基づき、計画的な維持管理と改築・更新の実施を行い、施設の健全度の確保
に努める。
 不明水に係る検討を行う。

本市では、令和6年4月に使用料改定を行っている。今後も、経済情勢や市民生活への影響
を考慮しつつ、適正な使用料について検討を進めていく。

使用料の見直しに関する事項

将来、人口減少が予測される中で、今までの整備や更新の考え方を見直す必要がある。事
業規模の縮小やポンプ場等の機器更新時にはこれに見合った機器を導入する等、効率的
且つ経費の節減に努める。過大ポンプ場を縮小し、MP化する。

現状の包括的民間委託を継続しつつ、ウォーターPPPについて検討を進め、活用を模索し
ていく。

ストックマネジメント計画を策定し、計画的維持管理により施設の延命化を図り、投資事業
費を平準化していく。

本市公共下水道事業では独自の処理場を持たず、福井市の一部及びあわら市と共に流域
下水道として県が維持管理等の運営を行っている。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消
に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

 使用料収入は人口変動と拡張整備のバランスにより緩やかに減少する見通しである。
 受益者負担金は拡張整備区域からの収入として見込んでいる。
 国庫補助金は未普及解消事業やストックマネジメント計画に基づく改築・更新の実施等に対し見込んでいる。
 企業債について、減少傾向にあるものの、現状の資本的収支の赤字分及び資金残高不足は、企業債償還が大きな影響を与えている。このた
め将来は企業債は補助ウラに対し借り入れ、将来の負担とならないよう調整を図っている。
 繰り入れ金は財務部局との調整により基準内・基準外について、過年度相当を見込んでいる。

 過年度実績に基づき、経費の算定を行っている。
 経費の内、維持管理費については物価上昇率を見込んでいる。
 経費の内、職員給与費については賃金上昇率を見込んでいる。
 現有施設及び将来の建設施設に対し、将来の減価償却費・長期前受金戻入を見込んでいる。

目 標

投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
整備後の各家庭への接続の推進活動を行っており、使用料収入の増加に繋げたい。また、
今後の事業について、将来大きな負担とならないようにストックマネジメント計画に沿い起債
借入を行い、企業債残高の増大を抑制する。

目 標

 下水道事業計画やストックマネジメント計画を策定しており、今後も対象となる補助事業を積極的に活用し、財
源の確保に努める。
 適正な使用料や使用料制度に係る検討を行い、持続可能な事業運営を目指す。

広域化・共同化・最適化に関する事項

なし



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

修繕費に関する事項
老朽化する施設及び周辺機器等の定期点検を実施し、修繕箇所の早期発見で費用を最小
限に抑える。

薬品費に関する事項

委託費に関する事項
現状を維持しつつも、維持管理業務の内容を精査し、要不要を見極め経費節減に繋げてい
く。

その他の取組 安全性を最大限考慮し、事業の縮小等で不要な支出を抑える。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

経営戦略の計画期間は今後10年間だが、この間も社会情勢等を注視しながら重大な変化にも柔軟に
対応できるよう常々現状分析を行い、必要と判断すれば経営戦略の見直しを行う。

職員給与費に関する事項
運営、施設の維持管理等業務内容により、必要最小限の職員数と適正な人員配置を検証
し支出の削減に努める。

動力費に関する事項 施設について、安全で効率的な維持管理を行い消費電力の経費節減に努める。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

現在、包括的民間委託をおこなっており、今後もこれを継続していく。さらに、ウォーターPPP
について検討を進め、活用を模索していく。

該当なし



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 1,302,789 1,317,772 1,295,425 1,259,526 1,250,168 1,331,310 1,439,153 1,433,929 1,435,921 1,437,294 1,437,728 1,439,415

(1) 1,140,218 1,167,719 1,159,560 1,135,247 1,131,183 1,211,636 1,324,200 1,319,957 1,319,824 1,319,643 1,318,089 1,317,842
(2) (B) 2,633 145,478 131,028 120,432 112,069 115,377 100,697 109,675 111,800 113,354 115,342 117,276
(3) 159,938 4,575 4,837 3,847 6,916 4,297 14,256 4,297 4,297 4,297 4,297 4,297

２． 1,571,635 1,505,729 1,481,522 1,578,056 1,575,707 1,436,043 1,443,737 1,357,129 1,368,184 1,425,970 1,429,741 1,430,860

(1) 705,104 663,025 668,972 779,568 788,731 648,623 668,913 588,640 607,506 669,790 677,763 702,349

705,104 663,025 668,972 779,568 788,731 648,623 668,913 588,640 607,506 669,790 677,763 702,349

(2) 866,055 836,894 809,528 794,646 781,925 781,005 774,710 762,074 754,263 749,765 745,563 722,096
(3) 476 5,810 3,022 3,842 5,051 6,415 114 6,415 6,415 6,415 6,415 6,415

(C) 2,874,424 2,823,501 2,776,947 2,837,582 2,825,875 2,767,353 2,882,890 2,791,058 2,804,105 2,863,264 2,867,469 2,870,275

１． 2,553,817 2,536,299 2,501,436 2,495,525 2,508,021 2,521,168 2,675,935 2,607,894 2,608,703 2,654,740 2,646,452 2,638,494

(1) 30,673 28,111 25,120 28,332 27,513 25,597 25,936 26,583 27,252 27,944 28,660 29,400
30,673 28,111 25,120 28,332 27,513 25,597 25,936 26,583 27,252 27,944 28,660 29,400

(2) 667,574 690,479 683,105 705,171 736,868 754,535 923,742 884,080 893,184 951,411 960,346 970,097

28,572 7,655 8,432 8,252 8,988 9,912 15,308 15,798 16,304 16,826 17,364 17,920
49,574 25,999 49,703 66,089 71,429 81,391 73,301 75,647 78,068 79,140 81,673 84,286

589,428 656,825 624,970 630,830 656,451 663,232 835,133 792,635 798,812 855,445 861,309 867,891
(3) 1,855,570 1,817,709 1,793,211 1,762,022 1,743,640 1,741,036 1,726,257 1,697,231 1,688,267 1,675,385 1,657,446 1,638,997

２． 341,675 309,411 279,887 251,584 226,719 207,533 205,528 183,164 195,402 208,524 221,017 231,781

(1) 341,297 309,148 279,632 251,274 226,361 207,349 205,517 182,980 195,218 208,340 220,833 231,597
(2) 378 263 255 310 358 184 11 184 184 184 184 184

(D) 2,895,492 2,845,710 2,781,323 2,747,109 2,734,740 2,728,701 2,881,463 2,791,058 2,804,105 2,863,264 2,867,469 2,870,275

(E) △ 21,068 △ 22,209 △ 4,376 90,473 91,135 38,652 1,427

(F)

(G) 321 579 1,241 1,685 1,827 1,915
(H) △ 321 △ 579 △ 1,241 △ 1,685 △ 1,827 △ 1,915

△ 21,068 △ 22,530 △ 4,955 89,232 89,450 36,825 △ 488

(I)

(J)

(K)

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,300,156 1,172,294 1,164,397 1,139,094 1,138,099 1,215,933 1,338,456 1,324,254 1,324,121 1,323,940 1,322,386 1,322,139

(N)

(O)

(P)

動 力 費

収 入 計

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

令和10年度 令和11年度 令和12年度
令和3年度

（決算）
令和4年度

（決算）
令和5年度

（決算）
令和6年度

（決算）
令和7年度
（決算見込）

令和8年度 令和9年度

そ の 他

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入 そ の 他

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

令和2年度
（決算）

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （

(C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

材 料 費

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

令和元年度
（決算）

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 未 収 金

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益

修 繕 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

×100



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 854,000 722,300 675,700 600,800 548,500 913,300 1,001,900 1,161,300 1,159,700 1,095,200 987,600 843,300

485,000 366,600 338,500 280,100 236,300 630,700 638,000 606,300 523,000 457,000 362,500

２． 187,377 191,497 400,000 400,000 400,000 236,000 236,000 226,128 221,406 208,232 196,766 183,911

３．

４．

５．

６． 45,000 31,500 23,000 25,000 27,000 44,490 36,250 40,700 40,700 40,700 40,700 40,700

７．

８． 43,374 34,456 31,220 37,794 48,667 24,461 36,650 24,461 24,461 24,461 24,461 24,461

９．

(A) 1,129,751 979,753 1,129,920 1,063,594 1,024,167 1,218,251 1,310,800 1,452,589 1,446,267 1,368,593 1,249,527 1,092,372

(B)

(C) 1,129,751 979,753 1,129,920 1,063,594 1,024,167 1,218,251 1,310,800 1,452,589 1,446,267 1,368,593 1,249,527 1,092,372

１． 357,050 331,980 304,852 300,458 335,417 331,595 497,846 564,116 594,271 613,060 571,482 521,633

25,909 22,791 19,064 17,045 17,009 16,176 20,705 21,409 22,137 22,890 23,668 24,473

２． 1,929,262 1,839,178 1,833,832 1,784,129 1,741,108 1,702,409 1,641,854 1,573,177 1,540,321 1,448,674 1,368,905 1,279,467

３． 50,000

４．

５．

(D) 2,336,312 2,171,158 2,138,684 2,084,587 2,076,525 2,034,004 2,139,700 2,137,293 2,134,592 2,061,734 1,940,387 1,801,100

(E) 1,206,561 1,191,405 1,008,764 1,020,993 1,052,358 815,753 828,900 684,704 688,325 693,141 690,860 708,728

１．

２．

３．

４．

(F)

1,206,561 1,191,405 1,008,764 1,020,993 1,052,358 815,753 828,900 684,704 688,325 693,141 690,860 708,728

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

計

純 計 (A)-(B)

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

令和12年度
令和3年度

（決算）
令和4年度

（決算）
令和5年度

（決算）
令和6年度

（決算）
令和7年度
（決算見込）

令和8年度

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和9年度 令和10年度 令和11年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他

他 会 計 負 担 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（決算見込）

令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和3年度

（決算）
令和4年度

（決算）

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

資 本 的 収 支 分

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金



①整備事業がほぼ終了し、耐用年数に近づいてい
る固定資産が増えてきていることから減価償却率
が上昇している。
②法定耐用年数を経過した管が今後増加すること
になる。
③ストックマネジメント計画に基づき計画的な施
設の更新、改築を行っていく。

2. 老朽化の状況

全体総括

現状、下水道整備がほぼ終了しており、受益者負
担金収入の頭打ち、人口減少に伴う使用料収入が
減少している。経費削減には努めているが収入が
施設に係る支出に対応できなくなってきている。
供用開始から40年以上経過し、施設の老朽化が進
み、今後は施設更新・耐震化工事に多額の費用が
必要となる。公共水域の保全に努め、市民に安心
安全なサービスを提供する為にも、適正な料金設
定による料金収入を確保し、経営改善を図る必要
があり、令和6年4月に料金改定を実施した。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

- 54.56 95.75 83.23 2,783

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

84,435 28.27 2,986.74 【】 令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①人口減少や使用水量の減少傾向にあるが、料金
改定を実施したことに伴い使用料収入は前年度よ
り増加している。一般会計からの繰入金により数
値を維持している。
②平成29年度より続いている赤字で、累積欠損金
が発生したが、一般会計からの繰入金により解消
されている。
③流動比率は企業債償還額は依然として大きいた
め平均値より低いが、徐々に企業債償還額は減少
傾向にはあるため今後も改善していくと思われ
る。
④企業債残高対事業規模比率は微減しているが、
今後の事業計画を注視していく。
⑤経年劣化による施設の故障等で維持管理費用が
増大していることが経費回収率を下げていると思
われる。
⑥不明水が増えると処理費用も増えるので対策を
講じたい。
⑦当市は終末処理場が無いので数値は発生しな
い。
⑧下水道整備はほぼ終了しているが今後も水洗化
促進に努めていきたい。

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

88,430 209.67 421.76 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Bd1 非設置

経営比較分析表（令和6年度決算）
福井県　坂井市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

0.18

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0.05 0.04 0.01 0.01 0.00

平均値 0.09 0.17 0.13 0.06 0.08

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 99.22 99.84 103.29 103.33 101.42

平均値 107.85 108.04 107.49 107.64 106.35

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 35.33 37.63 39.86 42.11 44.31

平均値 23.79 25.66 27.46 29.93 31.89

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06

平均値 1.22 1.61 2.08 2.74 3.24

①経常収支比率(％)

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 1.77 2.18 0.00 0.00 0.00

平均値 4.72 4.49 5.41 5.61 6.26

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 42.14 39.87 41.97 51.61 61.90

平均値 67.93 68.53 69.18 76.32 80.33

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 1,715.69 1,636.53 1,577.08 1,485.60 1,332.87

平均値 857.88 825.10 789.87 749.43 698.04

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 86.67 86.76 86.79 87.12 94.34

平均値 94.97 97.07 98.06 98.46 97.98

144.00

146.00

148.00

150.00

152.00

154.00

156.00

158.00

160.00

162.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 150.00 149.95 150.00 149.99 149.81

平均値 159.49 157.81 157.37 157.45 159.75

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - -

平均値 65.28 64.92 64.14 63.71 64.95

91.50

92.00

92.50

93.00

93.50

94.00

94.50

95.00

95.50

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 93.20 93.65 93.80 94.65 94.97

平均値 92.72 92.88 92.90 92.89 93.08

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.36】 【3.12】 【82.75】 【602.56】

【96.00】【60.13】【140.98】【97.94】

【42.20】 【9.46】 【0.19】


